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判例研究
目隠しフェンス設置等請求事件
　（最高裁判所平成22年6月29日第三小法廷判決）
～葬儀場に隣接する住民の平穏生活利益の要保護性
石　川 信
1．本件の概要
1．葬送施設をめぐる紛争事例
皿．本件被侵害利益の要保護性
邸．本件「平穏生活利益」の保護基準
V．今後の研究課題
1．本件の概要
1．事実
　平成17年当時、京都府宇治市、京阪宇治線「黄奨」（おうばく）駅近く
の住宅地の一角に「葬儀場」が建設され営業が開始された。そこで、その
「葬儀場」に隣接する住民が「人格的利益」の侵害を理由に「目隠しフェ
ンスの設置」（1．5mのかさ上げ）、「現在および将来にわたる慰謝料の支
払」を求めて提訴したのが本件である。（1）
（1）　本件は「最高裁判所平成22年6月29日第三小法廷判決」（破棄自判）最高裁平21
　（受）第1709号事件である。本件最高裁判決の解説としては、裁判集民事234号159
　頁、判例タイムズ1330号89頁、判例時報2089号74頁のほか、大坂恵里・法律のひろ
　ば64巻4号48頁、鈴木美智子・別冊判例タイムズ32号134頁、渡邉知行・判例時報
　2108号154頁〈判例評論628〉、石松勉・福岡大学法学論叢55巻3－4号479頁がある。
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（1）当事者
　原告（被上告人）は、X1とX2（X1の妻の父）の2人である（以下原
告2人を「X」と総称する）。Xは、平成6年以来、本件地域に住居（以
下「X宅」という。）を新築し（共有持分は、X1が6分の5、X2が6分
の1）、家族6人（X1夫婦と子2人、老齢のX2夫婦）で生活している。
X1は、パソコンのシステム開発業で生計を立て、主に自宅を仕事場とし
ている。
　被告（上告人）Yは、地元中堅の葬祭業者（昭和59年に会社設立）で
ある。Yは、平成16年4月、X宅とは市道（15．3m）を隔てた東側の土地
（以下「本件土地」という。）を購入し、そこに「葬儀会館Kホール」（以
下「本件葬儀場」という。）を建設し、平成17年10月から営業を開始して
いる。
（2）本件訴訟に至る経緯
（ア）Yが本件土地（茶畑）を購入した当時、その周辺（とくに西側と南
側）には戸建て住宅が建ち並んでいた。その地域は「第一種住居地域」で
あり、葬儀場などの建設も可能であった。（2）Yは、本件土地のもと所有者
による農地法5条に基づく農用地転用手続（当初は資材置場としての転用
届をした）を経たうえで、宇治市に対して開発行為（葬儀場建設）の許可
申請をし、平成17年4月に建築確認を得て、本件葬儀場の建築工事に着
工した。
（イ）Yは、本件葬儀場の建築工事に着工する前、平成16年8月から4
か月の間に、合計6回の地元説明会を開いたが、地元自治会は、葬儀場建
設反対の態度を示し、Yに対して葬儀場営業に関する要望事項を伝えた。
Yは、本件葬儀場の建築工事を進めながらも、自治会の要望事項の一部を
聞き入れ、①目隠しフェンスの設置、②本件葬儀場の入口位置の変更、③
（2）　第一種住居地域（都市計画法9条）では、床面積が3000平方メートルまでの店舗、
　事務所、ホテル等を建築することは可能である。また、葬儀場は事務所に準じて扱わ
　れる（建築基準法48条）。
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防音・防臭の措置などを講じた。
（ウ）本件葬儀場の営業開始後の平成17年12月、地元自治会は、要望事
項の一部が聞き入れられたこともあって、Yとの間で和解協定を結んだ
が、本件葬儀場に隣接するX宅ほか3世帯はその和解に参加しなかった。
Xらが和解に応じなかった理由は、Yに対する要望事項のうち、「周辺住
宅から敷地内の参列者が見えないようにするために、出棺の見送りを霊枢
車ごと建物内で行うこと、または、敷地内が完全に見えないようなフェン
スを設置すること」という要望が聞き入れられなかったからである。
（エ）Yが、建築工事段階で設置した「目隠しフェンス」（以下「本件目
隠しフェンス」という。）は、本件葬儀場と隣接する市道との境界に沿っ
て設置されており、その高さは1．78m、基礎のコンクリート擁壁を含める
と2．92mである。また、本件葬儀場で通夜告別式が行われる頻度は1か月
に約20回であり、Yは遺体搬送車・霊枢車を本件葬儀場の裏玄関に停車
させて棺の搬入や出棺を行っている。本件葬儀場の建設および営業自体は
行政法規に違反していない。（3）
（オ）X宅の1階からは本件葬儀場の様子は見えないが、2階東側の居室
（Xの仕事部屋兼寝室）およびベランダからは、「本件目隠しフェンス」
越しに本件葬儀場の参列者および出棺の様子などが見える。X家族は、
「本件葬儀場」の営業に強いストレスを感じ、葬儀の様子が目に入らない
ようにするため、2階の各居室の窓およびカーテンを閉めて生活してい
る。
（カ）X宅ほか3世帯は、平成18年2月、Yを相手取って「調停」を申
し立て、目隠しフェンスを現状よりも1．5m高くすること（かさ上げ）を
求めたが、その調停は不成立に終った。
（キ）そこで、X（X1とX2）は、Yに対し、Yの営業により日常的な
（3）建築基準法以外に、葬儀場の建設・経営に関する法令上の規制はない。また葬儀場
　のフェンス設置についても格別の規制はない。「墓地、納骨堂及び火葬場」の経営が
　都道府県知事の許可制（墓埋法10条1項）であるのと対照的である。
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居住生活の場における「宗教的感情の平穏に関する人格権ないし人格的利
益」を違法に侵害されていると主張し、①民法235条類推適用、または人
格権ないし人格的利益に基づき、既設の「本件目隠しフェンス」を1．5m
高くすること、②不法行為に基づき、現在および将来にわたる慰謝料、お
よび弁護士費用相当額の支払いを求めて、本件訴訟に及んだ。なお、和解
に応じなかったX宅以外の二世帯のうち、一世帯は後日にYとの和解協定
に同意し、他の一世帯はその後Yに何らの請求をしていない。
（現況写真1）本件葬儀場（右側の建物）
，難騨
（現況写真2）本件目隠しフェンス（原告宅前から写す）
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2．下級審の判断
（1）第一審（京都地判平20．9．16）
　本件第一審は、Xの請求を「一部認容、一部棄却、一部却下」した。
すなわち、①Xの被侵害利益については、r他者から自己の欲しない刺激
によって心を乱されないで日常生活を送る利益」、いわば「平穏な生活を
送る利益」としての人格権ないし人格的利益が侵害され、その被害が受忍
限度を超えていると判断し、②X宅二階の各部屋から本件葬儀場建物の玄
関への棺の搬入や玄関での出棺の様子がみえるのを妨ぐ遮へい物の設置を
求めることができるとして、「本件目隠しフェンス」をL2m高くする限度
で、フェンスのかさ上げをYに命じ、③加えて、Xの過去の損害賠償請求
のうち、慰謝料10万円および弁護士費用相当額10万円の支払いをYに命
じた。③しかし、Xの将来にわたる損害賠償請求については、権利保護要
件を欠き不適法として却下した。
（2）第二審（大阪高判平21．6．30）
　Yが控訴しXも付帯控訴したところ、本件第二審（原審）は、第一審判
決を支持し、Yの控訴を棄却した（Xの請求一一部認容、一部棄却）。判決
理由はおよそ次のとおり。
　「人が他者から自己の欲しない刺激によって心を乱されないで日常生活
を送る利益、いわば平穏な生活を送る利益は、差止請求権の根拠となる人
格権ないし人格的利益の一内容として位置づけられる。」「人が最も安息と
寛ぎを求める自宅において、日常的に縁のない他人の葬儀に接することを
余儀なくされることは、その者の精神の平安にとって相当の悪影響を与え
る。」
　墓地に関する平成2年内閣府世論調査、および葬儀場建設に対する環境
指導要綱の策定見直しの動き等の事実に照らすと、「葬儀等に直面しない
で静詮な精神生活を営む人格的な権利又は利益が、いわゆる住民エゴと呼
ばれるものとは一線を画し、一定程度、保護されるべきであるとする社会
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通念がある。」このことは「墓地埋葬等に関する法律において、葬儀場と
同種の施設である墓地、納骨堂及び火葬場の経営を都道府県知事の許可制
（同法10条1項）にしていることからもうかがえる。」（4）
　Yの行為は公法上の規制に反していないが、「被害の程度、地域性、先
住性、交渉経緯、被害及び加害の回避可能性等を総合勘案し、Xの被害が
社会生活上受忍すべき限度を超えている場合には」「損害賠償、さらには
被害を排除若しくは予防又は軽減するために作為又は不作為を請求するこ
とできる。」
　　「本件葬儀場の営業の公共性は、営業を困難にする費用を要しないフェ
ンスの嵩上げをXが求める本件においては、受忍限度を考慮する要素にな
らない。」「諸事情を考慮すると、少なくとも、棺が本件ホールに搬入され
る様子や出棺の様子をX居宅二階の各居室等から観望できる限りにおい
て、Xが受けている被害は、受忍すべき限度を超えている。」
3．最高裁判決要旨（破棄自判）
　Xの請求を認めた下級審判決に対し、本件最高裁は、原判決を破棄し自
判して、第一審判決を取消した。判決要旨は次のとおり。
（1）「本件葬儀場とX建物との間には幅員15．3mの本件市道がある上、
X建物において本件葬儀場の様子が見える場所は2階東側の各居室等に限
られるというのである。しかも、本件葬儀場において告別式等が執り行わ
れるのは1か月に20回程度で、Yは、棺の搬入や出棺に際し、霊きゅう車
等を本件葬儀場建物の玄関先まで近付けて停車させているというのであっ
て、棺の搬入や出棺が速やかに、ごく短時間のうちに行われている。」
（4）原審判決が引用した「墓地に関する世論調査」では「人口30万人以上の都市に居住
　する住民の約60％が近隣の墓地建設に反対であると回答した」、②また「環境指導要
　綱の策定見直し」では、「平成5年から20年にかけて東京や関西の自治体が相次いで
　環境指導要綱の策定や見直しを求める決議をした」とのことである。原審がこれらの
　2っの事実を引用し、加えて、墓埋法（許可制、地域住民の同意）を対照したことは、
　原告Xの被侵害利益保護の正当性を補完し説得するに功を奏していると思われる。注
　目に値する。
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　「そして、本件葬儀場建物の建築や本件葬儀場の営業自体は行政法規の
規制に反するものではなく、Yは、本件葬儀場建物を建設することにっい
て地元説明会を重ねた上、本件自治会からの要望事項に配慮して、目隠し
のための本件目隠しフェンスの設置、入口位置の変更、防音、防臭対策等
の措置を講じている。」
（2）「これらの諸般の事情を総合考慮すると、Xが、X建物2階の各居
室等から、本件葬儀場に告別式等の参列者が参集する様子、棺が本件葬儀
場建物に搬入又は搬出される様子が見えることにより、強いストレスを感
じているとしても、これは専らXの主観的な不快感にとどまるというべき
であり、本件葬儀場の営業が、社会生活上受忍すべき程度を超えてXの平
穏に日常生活を送るという利益を侵害しているということはできない。そ
うであれば、YがXに対してXの建物から本件葬儀場の様子が見えないよ
うにするための目隠しを設置する措置を更に講ずべき義務を負うものでな
いことは、もとより明らかであるし、YがXに対して本件葬儀場の営業に
っき不法行為責任を負うこともないというべきである。」
（3）「以上と異なる原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らか
な法令の違反があり、上告理由の論旨は理由がある。そして、本件目隠し
設置請求のうち人格権ないし人格的利益に基づく請求と選択的にされた民
法235条の類推適用による請求については、これを棄却すべきものとした
原審の判断を正当として是認することができる。」（下線は筆者記す）
4．本件判例研究の意義
（1）本件において、原審は、Xの被害が「受忍限度を超える」として、
Xの請求を一部認容したが、最高裁は、「受忍限度の範囲内である」とし
て、Xの請求を棄却した。
　本件最高裁判決（以下「本判決」という。）の争点は、①原告Xが主張
する「人格権ないし人格的利益」は法的保護の対象になるか、②Xの精神
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的苦痛は「受忍限度」を超えているかである。原審は、争点①②ともに認
めた。これに対し、被告Yは、争点②についてのみ上告理由を申し立てた
ので、最高裁としては、争点①については、原審判断のとおり、法的保護
の対象になることを前提にして、争点②を判断し、その結果、Yの上告理
由を容れ、Yの請求を棄却したということである。
（2）本判決は、「人格的利益の要保護性」に関する従来の判例法理を踏
襲した点では1つの事例判断にすぎない。しかし、それでも、（1）葬儀
場の営業に伴う、隣接住民の「人格的利益」の要保護性について、最高裁
として判断した初めての判決であり、実務に与える影響は大きい。（2）ま
た、本件「人格的利益」の具体的な救済にっいては、従来からの判例法理
に従い、違法性（受忍限度論）の判断によることを確認した点にも1つの
先例的意義を認めてよいと思う。そこで、本判例研究では、主にこの2点
を検討する。
（3）なお、本判決は「破棄自判」事件であり、結果として「人格的利益」
の侵害を理由とするXの2つの請求（損害賠償請求およびフェンスのかさ
上げ請求）を認めなかった。そこで、本判例研究として、本判決と原審判
決を比較して、結論の妥当性を検証する作業が残されている。
（4）本判決にっいて、識者のなかには‘‘妥当な結論、些末な事件”と評
する向きもあるだろうが、私見としては本判決に異論がある。また、結論
の具体的妥当性の検証とは別に、本判決の内実には、不法行為制度の根幹
に関わる重要な解釈問題が潜んでおり、本件判例研究では、その一端を私
なりに論点整理して、今後の研究につなげたい。
II．葬送施設をめぐる紛争事例
1．本判決の背景　～住民意識の高まりのなかで
（1）近年、わが国では、死者の儀送儀礼を執り行う諸施設（葬儀場、火
葬場、墓地等）の建設ないし営業を巡って、全国各地で、近隣住民との紛
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争が多発している。（5）その理由は多様であろうが、要因の1つに「住民の
人権意識の高まり」、「生活環境意識の変化」がある。
　私たちにとって、死者の葬送儀礼（弔い）は、誰もが経験する人生の1
コマであり、誰もがその儀礼に一種独特の「畏敬の念」をもって接する。
しかし他方、死を連想することは、誰もが楽観的ではなく、日常生活から
そっと隔離しておきたいと願うのも、また人情である。本件では、そうし
た葬送儀礼（弔い）に対する「人情の法益性」（人格的利益性）が間われ
ている。
（2）本判決は、一方では「人権意識の高まり」「生活環境意識の変化」
に対応して、葬儀場に隣接する住民の「人情の法益性」を認め、他方では
日本人に共通する葬送儀礼観を基本視座に据え、葬儀場営業の自由性・公
益性に便宜を図り、結果として隣接住民の具体的な救済を否定した。「総
論賛成、各論反対」の論理構造に基づく判決のしかたである。
　本判決は、葬儀場の建設ないし営業を予定し実施している業界団体には
「一種の安堵感」を与え、葬送施設の建設に許認可権を行使する自治体に
は「一つの指針」を示した。他方、葬儀場の建設に反対の態度を表明する
住民たちには「一・抹の失望観」を覚えさせ、「司法解決への諦観」を植え
付けたことであろう。
（3）本稿を執筆するにあたり、現地を訪ね、関係者に話を聞いた。現地
は、駅前通りの雑踏から離れた小高い丘陵地にあり、周辺には宇治茶畑が
残り点在し、閑静な新興住宅地が形成されている。他方、近くに有名由緒
ある寺院があり、葬儀場開業にも適した土地柄である。
　原告（隣接住民）と被告（葬送業者）は、ともに穏やかな気質の、ごく
普通の市民であり、業者である。原告は、葬儀場営業に絶対反対という観
（5）　葬儀場の建設・営業に伴う紛争が多発している理由は多様であろうが、①人権意識
　の高まりのほか、②都市部への人口集中、③家族構造の変化、④外部施設の利用増
　加、⑤不動産流動化に伴う住宅地域での用地確保の容易化、⑥法令・行政による規制
　の少なさなどが考えられる。
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念に固執したわけではなく、農用地転用による茶畑購入のいきさつを知
り、業者の誠意を疑い、せめてもの要望を出したが聞き入れてもらえず、
遺憾の気持を増幅させて和合の機会を失った。他方、被告業者は、昔から
地元で葬祭業を家族経営し、その規模を拡大しての葬儀場開業であった。
原告要望のフェンス増設の費用は約220万円、工事日数は4日間、慰謝料
請求額は20万円。業者にとって、対応できない措置ではなく、支出でき
ない金額ではなかった。しかし、周囲の葬送業界（業界仲間）が妥協を許
さなかったようである。
　最高裁で逆転敗訴した原告は、その後、今でも閉じた生活を余儀なくさ
れている。信頼関係を欠いたまま‘‘拗れた糸”を解きほぐすことの難しさ
を痛感した取材であった。
2．本件に関連する下級審判例
　「葬送施設」（葬儀場ほか、墓地・火葬場など）の建設を巡る紛争事例
としては、ともに下級審判例ながら、次の2例がある。
（1）墓石等撤去請求事件（広島地判昭55・7・31）（6）
　瀬戸内海に浮ぶ小島（呉市蒲刈町）でのこと。Yが自宅敷地内に「個人
墓地」を設置したところ、Y宅に隣接するXが「居住環境、人格権を侵害
されて多大な精神的苦痛を受けた」として、Yに対し、不法行為に基づく
損害賠償、および所有権、人格権、環境権に基づいて墓石等の撤去を請求
した事案である。
　広島地裁は、「墓地埋葬法は個人墓地を規制の対象としておらず、Yの
墓地設置行為には違法性がない」として、Xの損害賠償請求を棄却した。
また「Xは、Yが本件墓地を設置したことにより、淋しい気持になったこ
とが認められ、またX所有の本件土地・家屋の居住環境が多少悪くなった
（6）　判例解説として、判例時報999号104頁ほか、伊藤英樹「個人墓地・居住地受忍限度
　事件」（愛知学院大宗教法制研究所紀要30号）、宇佐見大司「個人墓地が構築された場
　合の居住環境変化と受忍義務の限度」・別冊ジュリスト109号198頁
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とはいえるが、原告の被害は軽微で、受忍限度を超えていない」として、
Xの差止請求（墓石等の撤去請求）も棄却した。（7）
（2）火葬場建設差止請求事件（東京高判平4．3．30）（8）
　北関東所在の丁市でのこと。丁市ほか自治体の都市計画決定により、リ
ハビリ治療専門のA病院に隣接する土地に公営火葬場が建設されることに
なった。そこで、A病院は、火葬場が建設され運営された場合、リハビリ
治療を受けるために入院する患者たちが「死を恐れ忌み火葬を畏怖する宗
教的感情が害されて苦痛を受ける」と主張して、火葬場建設の工事差止を
請求した事案である。
　東京高裁は、火葬場建設団体は、住民らとの間で、周辺住民の生活環境
等に極力支障を与えないよう配慮すること、および、A病院のためにフェ
ンス設置するなどの誓約書を交わしており、Aが主張する不快感は「受忍
限度内のものである」として、Aの工事差止請求を棄却した。
　　「もとより生命、身体の安全は人格権の重要な部分をなすものであり、
高度の法的保護を受けるべき利益であることはいうまでもないが、侵害行
為ありとして他人の行為の差止めを求めるについては、A主張の被害の内
容・程度が差止請求を認容するのでなければ保護されえないという程度に
重大深刻であることが確証されなければならないのであり、そうでない場
合においては、生命、身体に直接的被害が生じる場合に比較して、保護の
必要性は低いといわざるをえない。」「火葬場が社会生活において欠くこと
のできない高度の公共性を有する施設であること、本件火葬場建設の必要
性、緊急性、代替地の確保が当面困難であること、本件火葬場設置に至る
経緯、周辺住民のための被害防止対策が計画されており、その効果が期待
（7）墓地、埋葬等に関する法律（墓埋法、昭和23年制定、全28条）は、墓地、納骨堂、
　または火葬場の管理及び埋葬等が、国民の宗教的感情に適合し、且つ公衆衛生その他
　公共の福祉の見地から、支障なく行われることを目的として制定された法律である。
　この法律に基づいて、都道府県単位で自治条例を定めており、地域事情に応じて埋葬
　方法に制限（土葬の禁止など）をしている。
（8）判例解説として、東高時報43巻1～12号36頁
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できること等の事情があり、これらを総合的に衡量すると、その被害は受
忍限度内のものというべきである。」
3．本判決との関係
（1）上記2っの下級審判決は、いずれも、「人格的利益」の侵害を理由
とする損害賠償請求および／または差止請求を認めていない。また、原告
の被侵害利益に関しても、固有の名称を与えず、「淋しい気持ち、居住環
境の悪化」「宗教的感情、不快感」と口語的に表現しているにすぎない。
この種の「人格的利益」の名称および保護法益性の判断は、本件「目隠し
フェンス設置等事件」判決まで待っことになる。
（2）「墓石等撤去請求事件」の舞台となった瀬戸内の小島は、もとから
平地が少なく、人家に隣接して「個人墓地」が設置されている場所が多い
という。にもかかわらず、本件「個人墓地」の設置を巡って、隣人との紛
争がこじれ、裁判になった。その原因の1つには、「行政の不適切な対応」
があったように思う。行政は、当初から「墓地埋葬法」の適用を誤り、「個
人墓地」の設置を認めなかったのである。（9）
　裁判所は、Xの人格的利益は受忍限度を超えていないとして、差止請求
と損害賠償請求を棄却したが、実質的な争点は「個人墓地の設置は法令違
反の対象となるか」であった。この点、本件「目隠しフェンス等設置請求
事件」では、法令違反の事実はない。
（3）「火葬場建設差止請求事件」では、差止要件の加重にっき、いわゆ
る「違法性段階説」に即した判断を示した。また、差止要件としての違法
性の判断基準については、葬送施設（火葬場）の「公共性」を重視して比
較考量をした。この「公共性」という違法性判断要素は、本件「目隠し
フェンス設置等事件」とも近似性がある。
（9）本件墓地は、原告所有地から1mしか離れていない。行政は、「墓地埋葬法」10条（墓
　地経営は人家等から100m離れていること）を根拠に、被告の墓石等の設置は法令違
　反であるとして撤去命令を出した。原告は行政の後ろ盾を得て提訴した。
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皿．本件被侵害利益の要保護性
1．「平穏生活利益」とその多様性
（1）本判決は、原審判断をとおして、葬儀場に隣接する住民の「人格的
利益」も法的保護の対象になりうることを認めた。この点に先例的意義が
ある。本件で問題となった「人格権または人格的利益」は、必ずしも定説
を得ていないが、原審にいう「他者から自己の欲しない刺激によって心を
乱されずに日常生活を送る権利または利益」であり、いわゆる「平穏生活
利益」とか「静詮（せいひっ）生活利益」と称されている（以下「平穏生
活利益」という。）。（10）
（2）本件「被侵害利益」は、新しいタイプの「人格的利益」であり、プ
ライバシー権に関する法益の1種である。プライバシー権は、アメリカの
「righttobeletalone」（他人から干渉されずに静かに暮らす権利）に由来
し、個人の幸福追求権（憲法13条）に根拠を求めるのが一般的であるが、
民法には明文規定がない。わが国では、宴のあと事件で「私生活をみだり
に公開されないという法的保障ないし権利」と定義された。（11）本件「平穏
生活利益」は、このプライバシー権の原初的なタイプであり、「静かに平
穏に暮らす権利」として、秘匿権的、受動的な人格的利益の範疇に属する。
（3）その後、プライバシー権は、秘匿権的な性質が拡大解釈されて、「平
穏生活権」のほか、「自己決定権」「自己情報コントロール権利」などを内
包する広い概念として再定義されるに至る。（12）したがって、「平穏生活利
益」と総称する人格的利益のなかには、単なる「秘匿権的な、受動的な」
利益の要素だけでなく、国家・社会全体との関係において、法的主体とし
ての「個人」の尊厳性を維持し、独立性を確保するための根拠として主張
（10）　「平穏生活権」については、淡路剛久「廃棄物処分場をめぐる裁判の動向」環境と
　公害31巻2号（2001）9頁、須加憲子「高度な危険性を有する研究施設による『不
　安感・恐怖感』と『平穏生活権』について」早法78巻1号（2002）167頁参照
（11）宴のあと事件一東京地判昭和39．9．28下民集15－9－2317。奥平康弘「宴のあと事件判
　決について」判時389号、伊藤正己・ジュリスト増刊（憲法の判例）50頁。
（12）潮見佳男『不法行為法』（信山社、1999）79頁。五十嵐清「人格権法概説』（有斐
　閣、2003）205頁。
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される要素がある。「自己決定権」「自己情報コントロール権」に連なる法
益である。この種の法益は、個人生活ないし個人情報についての「主体的
な立場」を尊重するものである。その保護対象領域は、行政機関や情報産
業による「個人の情報」の取得・収集、保有、利用・伝達など、個人と社
会の関係システム全体に及ぶ。（13）
（4）また、本件のような「平穏生活利益」も、地域全体に共通する「客
観性、公共性」が備われば、個人レベルの問題でなく、集団（地域住民）
の主体性を保障すべく、より積極的（能動的）な人格的利益に昇化する。
景観利益や環境利益がその例である。本件「平穏生活利益」は、そこまで
の「客観性、公共性」は備えていない。「主観的、個人的」な、保護性の
弱い人格的利益である。
（5）なお、「平穏生活利益」は、上記のほかにも、先端科学技術や先進
医療の分野において、「人身（生命・身体・健康など）への直接侵害」に
対する合理的な不安に対処するためにも提唱されることがある。生命・身
体・健康に不安を抱くことなく「平穏に生活する利益」である。（14）
2．「平穏生活利益」判例の分類
　以下、広く「平穏生活利益」が問題となった先例を整理検討する。分類
の視点は上記のうちの3つである。すなわち、①原初的、秘匿権的なプラ
イバシーとしての「平穏生活利益」、②個人の尊厳性・独立性を確保する
「平穏生活利益」、③景観権または景観利益につながる「平穏生活利益」
である。これら3つの視点はお互いに競合する部分もある。
（13）佐藤幸治『註釈日本国憲法上』（青林書院、1984）290頁以下。飯塚和之「プライバ
　シーの権利概念」「新・裁判実務大系9名誉・プライバシー保護関係訴訟法』（青林書
　院、2001）139頁。憲法上のプライバシー権は「自己情報コントロール権」が通説で
　あり、①自己情報を秘密にする権利、②自己情報を閲覧する権利、③自己情報の積極
　的な訂正・削除を求める権利の3つを内包する。
（14）　主に医療分野における「生存可能性の喪失」（東京地判平3．7．23判時1427号84頁）
　　「適切な治療機会の喪失」（大阪地判平8．11．20判タ947号253頁、最判平12．9．22民集54
　巻7号2574頁、最判平15．11．11民集57巻10号1466頁）。
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（1）原初的なプライバシー権としての「平穏生活利益」
　①地下鉄車内宣伝放送事件事件（最判昭63．12．20判時1302－94）（15）
　地下鉄車内での商業放送による「人格権侵害」（聞きたくない自由）が
主張された事例である。本件では、従来の社会生活では問題となることが
少なかった「新しい法益」が問題提起された。
　最高裁によれば、各人には「聞きたくない音を聞かない自由」があるが
本件車内放送は、その事情、態様、結果などを総合的に勘案した結果、違
法性がないと判示した。しかし、伊藤正巳裁判官（補足意見）は、法廷意
見よりも明確に「自己の欲しない刺激によって心の静穏を乱されない利
益」の法益性を認めた。もっとも、この補足意見も、本件放送は「受忍の
範囲を超えておらず、プライバシー侵害にはあたらない」とした。
　わが国の日常生活は、欧州に比べ「音に鈍感、騒音に無神経」である。
「雑音から逃れて、静かに過ごす利益」の要保護性を再認識すべきだと思
う。ともあれ、本件は「プライバシー概念」の広がりを予感させた。
　②通知表未交付事件（最判平元・12・21民集43－12－2252）（16）
　長崎の公立小学校で「通知表の未交付」をめぐる混乱について、学校関
係者を批判する論評を主題とするビラを配布しただけでなく、仕事上の若
干の不始末があった教員に対して、ビラ配布以上に嫌がらせ的な攻撃を受
けた事件である。
　最高裁は、「公共性のある事項について自由に批判、論評を行うこと
は、表現の自由の行使として尊重されるべきものであり、その対象が公務
員の地位における行動である場合は、批判等により当該公務員の社会的評
価が低下することがあっても、その目的が専ら公益を図るものであり、か
（15）　「地下鉄車内放送一とらわれの聴衆一事件判決」の判例解説として、高井裕之・憲
　法判例百選1第5版、前田達明・民商法雑誌100巻6号、飯塚和之・判例タイムズ707
　号参照
（16）　松井茂記・民商法雑誌103巻2号、篠原勝美・法曹時報43巻3号、山口成樹・法学
　協会雑誌109巻11号、渋谷秀樹・メディア判例百選70頁、長岡徹・憲法判例百選1
　第5版
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つ、その前提としている事実が主要な点において『真実であることの証
明』があったときは、人身攻撃に及ぶなど論評としての域を逸脱したも
のでない限り、名誉侵害の不法行為の違法性を欠くものというべきであ
る。」と判示して、ビラ配布行為の「名誉侵害」としての違法性を否定し、
新聞紙上への謝罪広告の掲載を認めなかった。
　しかし、配布行為に起因して、第三者が学校関係者に対して行った日常
生活における嫌がらせ的な侵害行為については、「自宅において電話、葉
書、スピーカーによる嫌がらせや非難攻撃を受けないという、私生活の平
穏」を不法行為法上の保護すべき利益と評価したうえで、その侵害が不法
行為を構成すると判示し、金額は少ないながらも、慰謝料請求（2万円）
を認めた。この判決は、古典的な「名誉侵害」（名誉棄損）とプライバシー
に関する先例の1つであり、最高裁として「平穏生活利益」の侵害を理由
に損害賠償を認めた点に重要な意義がある。
（2）個人の尊厳性・独立性を保持するための「平穏生活利益」
　①「呼称の利益」事件（最判昭63．2．16民集42．2－27）（17）
　テレビのニュース番組のなかで、韓国人牧師の漢字表記の氏名を日本語
読みで呼称されたことが不法行為にあたるとして、謝罪広告および損害賠
償（1円）を求めた事件である。氏名を正確に母国語読みする「呼称の利
益」（正確に読まれるべき利益）の要保護性が間題となった。個人的、主
観的、内面的な利益状況以外に、歴史的、民族的、外交的関係が内在する
特殊な事案である。
　最高裁は、「人は、他人からその氏名を正確に呼称されることにっい
て、不法行為法上の保護を受けうる人格的な利益を有する」ことを認めた
うえで、この利益は「その性質上、不法行為法上の利益として必ずしも十
分に強固なものとはいえないから、ただちに不法行為となるものではな
（17）　「呼称の利益」事件判決の判例解説としては、斉藤博・判例タイムズ706号96頁、
　近藤敦・メディア判例百選、塚原朋一・法曹時報42巻5号、小林節・民商法雑誌99巻
　5号を参照
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く、害意をもって不正確な呼称をしたなどの特段の事情がない限り、違法
性はない」と判示した。
　この「呼称の利益」事件では、「人格的利益」性を認めたうえで、行為
者（テレビ局）に害意があるなど、強い違法性炉あるか否かが、法的保
護の分かれ道となった。（18）日本と韓国の歴史的関係を想うとき、司法判断
としては難しい事案だったにちがいない。司法判断の評価とは別に、今後
の当面の国際協調姿勢として、外国人氏名（韓国人に限らず）の読み方を
併記（併音）する慣例を創り出していく必要があるだろう。ともあれ一般
に、この「呼称の利益」は「主観的で、保護性の弱い法益」と解されてお
り、その限りでは本件「平穏生活利益」とも同質性がある。
　②自衛隊合祀訴訟判決（最大判昭63、6．1民集42－5－277）（19）
　殉職自衛隊員を護国神社に合祀する過程において、国（自衛隊職員）が
遺族に強要した行為は、殉職自衛隊員の妻の「信仰生活（クリスチャン）
に関わる利益」を侵害するかが争われた事案である。
　この判決（大法廷）は、「宗教上の感情」という被侵害利益と「信教の
自由」（合祀の自由）という行為者の事情を比較考量して、法益侵害性を
判断した結果、「死去した配偶者の追慕、慰霊等に関して、信仰生活の「静
詮の利益」が害され、そのことに不快の感情をもったとしても、それが信
仰の自由の侵害に当たり、その態様、程度が社会的に許容し得る限度を超
える場合でない限り、法的利益が害されたとはいえない」とした。
　しかし、本件には、伊藤正己裁判官の反対意見がある。すなわち「他者
から自己の欲しない刺激によって心を乱されない、いわば『心の静穏の利
益』もまた、不法行為法上、被侵害利益になりうる」「その利益は未だ十
分強固なものではないが、侵害行為の態様に鑑みると、国の行為は違法で
（18）　能見善久「新しい法益と不法行為法の課題」N　B　L936号（2010）13頁
（19）　「自衛隊合祀訴訟判決」の解説・評釈は数多い。そのうち、判例解説として、赤坂
　正浩・憲法判例百選1、論稿としては、平野武・民商法雑誌99巻6号、瀬戸正義・法
　曹時報42巻2号を参照
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ある。」と述べている。
　憲法上の論点とは別に、民法上、遺族の個人的宗教感情は理念だけでな
く、可能な限り実際的にも尊重されるべきであり、国の葬送方針を遺族に
強要すべきではないと思う。私見としては、伊藤反対意見に同調する。
　③熊本水俣病待たせ賃訴訟（最判平3．4．26民集45－4－653）（20）
　本件は、公害健康被害補償法等に基づいて水俣病患者認定申請をした者
が「相当期間内に応答処分される」ことにより、水俣病にかかっている疑
いのまま不安定な地位から早期に解放されたいという期待、その期待の背
後にある焦燥、不安の気持ちも抱かされない利益は、不法行為法上の保護
の対象になりうるかが争点となった事件である。
　最高裁は、このような利益を「内心の静詮な感情を害されない利益」と
称して、不法行為法上の保護法益性を正面から認めた。しかし、香川保一
裁判官は、反対意見として「認定申請が難病である水俣病のり患にかかわ
るものであることを考慮に入れても、『内心め静穏な感情』あるいは『焦
燥、不安の精神的苦痛を被らない利益』なるものは、不法行為による精神
的損害賠償における侵害の対象としての権利ないし法的利益とは到底いえ
ない」という立場を示した。
　思うに、本件は、単なる「プライバシー」領域の法益保護の問題という
より、認定患者の「個人としての尊厳性」を確保するための「静誼の感情
利益」の保護の問題である。さらに付言すれば、真の争点は、行政の「不
作為義務違反の責任」問題であった。（21）それを「プライバシー」の概念を
借りて民事紛争に置き換え、公害被害者の救済を図ろうとした事件なのだ
と思う。本件「平穏生活利益」は、産業公害ほど「人身被害」は深刻では
（20）熊本水俣病待たせ賃事件判決の解説については、久保茂樹・行政判例百選2　第5
　版、小早川光郎・環境法判例百選　第2版、植村栄治・法学セミナー445号、吉村良
　一・民商法雑誌106巻1号を参照
（21）本件では、認定申請を受けた処分庁が不当に長期間にわたらないうちに応答処分を
　すべき条理上の作為義務に違反したといえるための要件を明らかにした点にも意義が
　ある。
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なく、国家（行政）に対する「保護法益性の弱い」人格的利益である。
（3）景観利益（環境保全）につながる「平穏生活利益」
　①「国立景観訴訟」（最判平18．3．30民集60－3－948）（22）
東京都下K市の駅前通り（長さ細．2㎞の広い通り）は、両側に桜と銀
杏の並木が美しく並び、建物も低層の店舗と住宅が立ち並んで落ち着いた
景観を形成している。その地域に、本件高層マンション（14階建て）が
建てられることになった。そこで、周辺住民らは、当初は建築禁止を、建
物完成後は高さ20mを超える部分の撤去と慰謝料を求めて提訴した。
　この「国立景観訴訟」では、一方では地域内の居住住民には「良好な景
観の恵沢を享受する利益」（景観利益）が認められると判断したが、私法
上の権利といい得るような明確な実体を有するものではなく、「景観権」
という権利性を有するものを認めることはできないと判示した。
　この「景観利益」は、「主観的、公共的」な利益である。この点、最高
裁が「客観性、主体の限定、相互関係性、関与性」を判断基準に、「公私
複合的な景観利益」を認めたことは、高く評価できる。（23）
　しかし、結論（建築差止め請求は棄却）には賛成できない。わが国にお
ける国土の乱開発、町並みの雑然さを憂う私見的立場からいえば、加害行
為者（開発業者・建設業者）に刑罰法規違反や行政法規違反の行為があっ
た場合だけでなく、もっと積極的に「景観利益」侵害の違法性を認定して
いくべきであろう。従来、「景観利益」は、直接的侵害である「生活妨害
や健康被害」に比べて、要保護度が低いはずと解されてきた。しかし、今
後は、舞観享受の利益ないし美しい街並み確保の利益は、私たち地域住民
共通の重要な「平穏生活利益」（積極的権利）である、という規範意識を
創り出していくべきである。
（22）　国立マンション景観訴訟についても判例解説は多い。大塚直・N　B　L834号4頁、
　吉村良一・法律時報79巻1号141頁、吉田克己・民法判例百選2第6版156頁、板垣
　勝彦・法学協会雑誌127巻12号190頁、富井利安・環境法判例百選第2版172頁
（23）大塚直「国立景観訴訟最高裁判決の意義と課題」ジュリ1323号（2006）70頁、「公
　害・環境・医療分野における権利利益侵害要件」N　B　L936号（2010）44頁
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　②「靹の浦景観訴訟」（広島地裁平21．10．1判時2060－3）（24）
　　「靹の浦景観訴訟」も、多くの教材を含んでおり興趣深い。「靹の浦」
地区は、瀬戸内独特の風光明媚な観光地であり、中国・韓国からの通信使
節が渡来した歴史由緒ある港町である。宮崎アニメ「崖の上のポニョ」の
舞台になった所としても有名である。
　本件は、広島県福山市の靹地区の住民らが県知事を相手取って、県およ
び市の「本件公有水面の埋立免許付与申請」に対して、公有水面埋立法2
条に基づいて免許を付与することの差止めを求めた事案である。
　広島地裁は、原告住民らにっいて原告適格を認めたうえで、事業者が本
件事業の必要性および合理性の根拠とする諸点は、「調査、検討が不十分
であるか、または一定の必要性、合理性は認められたとしても、それのみ
によって本件埋立てそれ自体の必要性を肯定することの合理性を欠くもの
であり、県知事が本件埋立許可免許を行うことは、行政事件訴訟法37条
の4第5項所定の裁量権の範囲を超えた場合に当たる」として、免許の差
止めを命じた。
　本件は、住民らの「景観利益」を認めた、画期的な判決といってよい。
対して、葬儀場隣接住民の「平穏生活利益」は、景観利益のような客観
性・公共性を備えていないが、その根底には景観利益と同じ価値を秘めて
いる。以下、「景観利益」に関する判決部分を引用する。
　「靹の浦の景観は、美しいだけでなく、歴史的、文化的価値を有し、近
接する地域内に住み、『その恵沢を日常的に享受する住民の景観利益』は
法律保護に値する。公有水面埋立法及びその関連法規は、法的保護に値す
る靹の景観を享受する利益をも個別的利益として保護する趣旨を含むもの
と解するのが相当である。」
（24）　靹の浦景観訴訟にっいては、山下竜一・判例時報2078号164頁靹の浦埋立免許差止
　め事件第一審判決〈判例評論618／最新判例批評48〉、角松生史・環境法判例百選第2
　版178頁
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3．小結
（1）新しい法益としての「平穏生活利益」
　本件「平穏生活利益」は、民法が想定した法益を超える「新しいタイプ
の法益」である。近代民法における法益は、近代民法が想定した「社会モ
デル」の構成要素である「人」「財産」「契約」に関する諸権利であり、し
かも「直接的、具体的な」侵害からの諸権利の回復、社会秩序の維持で
あった。
　しかし、近代民法における法益も、経済社会の変遷に伴い、ある場面
では下方修正され、ある場面では拡大深化していく。（25）とくに現代社会
では、「人」に関する法益の拡大が顕著である。その場合、単なる「人身
の利益」（生命・身体・健康）に関する直接侵害を超えて、多様な「人格
の利益」が提唱されるようになったという特色がある。名誉・プライバ
シー、パブリシティ、自己決定、セクハラ、呼称の利益、景観利益、日照
利益、眺望利益などであり、「人格権のインフレ化」などと称される。（26）
　この傾向は、平成16年の民法現代語化改正で、民法709条に「利益侵
害」要件が加わったことで拍車がかかった。しかし、現行民法典には、「人
格的利益」について、710条（身体・自由・名誉に関する規定）を除いて、
具体的な規定がない。そこで、「人格的利益」とはなにか、709条に追記
された「法律上保護される利益」にはどのような人格的利益が内包される
のか、本件のような「平穏生活利益」なる権利利益概念の守備範囲はどこ
までかなどが問題となる。すべてが暗中模索である。
（25）　法益の拡大深化にっいては、能見善久教授が「物理的侵害から非物理的侵害へ」と
　題して、平明かつ啓蒙的な類型化を試みている。前掲（18）能見「新しい法益と不
　法行為法の課題」N　B　L936号9頁。また、「人」に関する法益については、大塚直
　教授が類型化を試みている。大塚直「保護法益としての人身と人格」ジュリ1126号
　　（1998）42頁。
（26）　新しい法益登場の背景には、①昭和40年代に高度経済成長の反面、深刻な産業公害
　が多発したこと、②列島改造論による建設ラッシュの反面、都市の生活環境が激変し
　たこと、③昭和50年代にパソコンが普及し、情報化の波（インターネット取引）が一
　気に到来したこと、などがある。
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（2）人格的利益保護の曖昧性
　　「人格権ないし人格的利益」の定義について定説はないが、当面、「生
命・身体・自由・名誉のような、法的人格者たる人と切り離すことができ
ない利益」と定義しておく。（27）
　最高裁で初めて「人格権」について言及したのは「大阪国際空港事件」
大法廷判決（28）における団藤重光裁判官（反対意見）であるが、判決多数
意見では人格権概念について触れていない。最高裁レベルで初めて「人
格権」概念が承認されたのは「北方ジャーナル事件」判決である。（29）しか
し、そこでも「名誉は生命・身体とともに極めて重大な保護法益であり、
人格権としての名誉権は、物権の場合と同様に排他性を有する権利という
べきである」と判示するにとどまり、「人格権ないし人格的利益」の一般
定義は示さなかった。その後の多くの裁判例でも同様である。
　そうした「人格権ないし人格的利益」の概念に定説なく、法益の外延の
曖昧不明瞭性は、個別紛争事例において、「総論賛成、各論反対」的なパ
ターンの判決例を生み出し、被害者の具体的救済を躊躇させる要因の1っ
になっている。（30）
　概念の定義によって、保護の外延を策定する必要性があるとしても、当
面それ以上に緊急かっ重要な解釈作業は、「人格権ないし人格的利益」の
類型化、そして、保護度のちがいを明らかにすることである。
　大塚直教授によれば、「人格的利益」には、「広義の人格的利益」（生
命・身体といった人身の利益を含む）と「狭義の人格的利益」（生命・身
（27）従来は人身の利益（生命・身体）と人格の利益（精神・感情）を併せ含む概念と説
　いていた。斉藤博「人格価値の保護と民法』（1986）一粒社、五十嵐清『人格権法概
　説』（2003）有斐閣など。最近は主に「人格の利益」を意味することが多い。この点、
　大塚直「保護法益としての人身と人格」ジュリ1126号（1998年）42頁参照
（28）　最大判昭和56年12月16日民集30巻10号1369頁
（29）最大判昭和61年6月11日民集40巻4号872頁
（30）　「大阪国際空港」事件（1981年）において、人格権保護の必要性を説いた団藤裁判
　官にしても、なお人格権について「どこまでを権利として、ことに排他的な権利とし
　て構成することができるかは、きわめて困難な問題である」と述べ、結局人格権保護
　にっながらなカ・った。
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体以外の人格的な利益をいう）があり、「人格的利益」の侵害形態を、①
生命および健康の直接侵害、②疾病に至らない潜在的な健康侵害ないし重
大な精神的侵害、③単なる不快感をはじめとする軽微な精神的侵害の3っ
の段階に分けて、保護法益性のちがいを論じている。（31）
（3）本件「平穏生活利益」の要保護性
　本件「平穏生活利益」は、上記分類によれば、「狭義の人格的利益」の
うち、もっとも軽微な精神的利益の範疇にあり、結局のところ、「個人的
で、主観的で、精神的で、保護性の弱い」法益である。
　従来、このような軽微な「人格的利益」の保護はきわめて消極的であっ
た。しかし今日、こうした「人格的利益」も、法的保護の対象になりうる
という規範意識が形成され始めている。そして、主観が客観化し、私益性
が公益化することによって、保護の度合いが高まっていく。本件「平穏生
活利益」は、そうした「将来のさらなる保護法益の拡大」を暗示する利益
概念である。
IV．本件「平穏生活利益」の保護基準
　本件「平穏生活利益」が法的保護の対象になるとしても、実際にどのよ
うな事態で、どのような救済が得られるのかは、判断が難しい。この点、
従来からの判例・通説は、法益侵害の事実が即ち不法行為となるわけで
はなく、「法益侵害の事実＋違法性の強い加害行為の要因一不法行為の成
立」という公式的な規範を確立している。その場合、「違法性」の判断基
準は「受忍限度論」に従い、法益侵害が「受忍限度」を超える場合に限っ
て、不法行為が成立し、被侵害利益の救済が認められる。本判決も、そう
した公式的規範に従い、受忍限度論を展開している。
（31）前掲（25）（27）大塚　ジュリ1126号42頁。なお、前掲（23）大塚N　B　L936号52
　頁では、人格的利益の保護法益性を第一種利益と第二種利益に分けて論じている。
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1．受忍限度論による違法性判断
（1）受忍限度論とは「人が社会共同生活を営んでいる以上、お互いにあ
る程度までは受忍しなければならない範囲の利益または権利の侵害という
ものがある。一般通常人が社会共同生活を営むうえで、当然受忍すべき限
度を超えた利益または権利の侵害を被ったときに、その利益または権利の
侵害に違法性がある」とする判断基準である。（32）
（2）受忍限度を判断する具体的な要因は多様であるが、一般に次のよう
な要因が唱えられ、比較考量が試みられてきた。①被侵害利益の態様とし
て、被害の種類・程度、被害者の寄与・過失、②加害行為の態様として、
加害行為の公共性、損害の回避可能性、行政の法令基準、③両者共通の要
因として、先住性、危険への接近性、地域性、紛争交渉の経緯などである。
そして、これらの諸要因を総合的に比較考量して勘案し、侵害行為の違法
性を判断する（総合判断説）。こうした諸要因を総合的に比較考量して、
違法性を判断する枠組みが「受忍限度論」である。
（3）上記の各要因は、「等しい価値」が与えられているわけでなく、並
列的に比較考量されるわけでもない。たとえば、「公共性」の要素は、損
害賠償に関する違法性判断においては考慮されるが、それほど重要視され
るべきではなく、侵害行為の態様と侵害の程度、被侵害利益の性質と内容
等とともに総合判断の一要因にすぎない。この点、学説上は、「公共性」
は、違法性判断基準から完全に排除すべきとの見解が多い。（33）公共性が高
い施設や公益的な行為によって特別の不利益を被った被害者は、その被害
原因だけで公的補償の必要性が大きく、その不利益は社会的に還元される
べきだからである。また、「被害者の過失」についても、違法性判断要因
とすべきではないと解されている。被害者の過失を考慮するのは、不法行
（32）　判例時報2089号75頁（本判決解説）、加藤一郎「公害法の生成と展開』（岩波書店、
　1974）12頁
（33）　淡路剛久『公害賠償法の理論』（1978）239頁、沢井裕『公害差止の法理』（1976）
　115頁
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為を成立させた後、減額調整法理としての「過失相殺」の一要素としてで
あろう。
（4）受忍限度の判断要因は、侵害類型によっても、保護法益によっても
異なる。「公害・環境紛争型」では、たとえば、「国道43号線訴訟」（最高
裁判決）（34）では、国道の周辺住民が供用に伴う自動車騒音等によって被害
を受けている事案で、①被侵害利益の性質と内容、②侵害行為のもっ公共
性ないし公益性の必要性の内容と程度、③受益と受忍の彼我相補性、④被
害の防止に関する措置の内容という4つの要因が考慮され、とくに「侵害
行為の公共性」「受益と受忍の彼我相補性」という要因が重視された。ま
た、「大阪国際空港事件」では、「行為の公共性」のほか、「先住性」（危険
への接近性）が判断要因となりうるかが争点となった。他方、本件のよう
な「平穏生活利益」侵害型では、公害・環境紛争型とは異なり、「公共性」
「受益と受忍の関連性」「先住性」の諸要因は後退し、「損害の回避可能
性」「紛争交渉の経緯」が重視される傾向にある。
（5）一般に、差止要件としての「違法性」と損害賠償要件としての「違
法性」の基準も異なると説かれている。差止めの影響が大きいことを考え
ると、差止のための「違法性」判断の方が重大性を要求されると解されて
いる。すなわち「違法性段階説」が通説的である。（35）
　判例も「違法性段階説」に従う傾向にある。たとえば、前述の「国道43
号線事件」では、同一事案でありながら、損害賠償を認容する違法性は肯
定したが、供用の差止を認容する違法性は否定した。道路の「公共性」ゆ
えの結論分けである。また、下級審判決ではあるが、前述の「火葬場建設
差止め請求事件」でも、「侵害行為ありとして他人の行為の差止めを求め
るについては、原告主張の被害の内容・程度が差止請求を認容するのでな
（34）　国道43号線訴訟（最判平成7．7．7民集49－7－2599）解説としては、田中豊最判解民事
　篇平成7年度739頁
（35）大塚直「生活妨害の差止めに関する基礎的考察（7）法協107巻3号480頁（1990）
　参照
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ければ保護されえないという程度に重大深刻であることが確証されなけれ
ばならない」と判示して、違法性段階説を示唆している。
2．本件違法性判断のしかた
　本件における「違法性判断」（受忍限度論）はどうだったか。下級審判
決と本判決を比べてみる。（36）
（1）前提として、本件では、下級審（請求認容）でも最高裁（請求棄
却）でも、「違法性段階説」に従っていないことを確認しておく。本件で
は、差止請求と損害賠償請求における受忍限度について、共通の要因が主
張がなされ、共通の判断要因のもとで判決が示された。しかし、本判決が
「違法性段階説」を否定し、「損害賠償と差止めの違法性は同一基準で判
断すれば足りる」との一般規範を示したわけではない。多分、本判決の論
理は、損害賠償請求が認められない以上、差止請求も認められる余地はな
く、「違法性段階説」に言及するまでもないと考えたのだろう。
（2）下級審における「受忍限度」の判断はどうだったか。判断要因とし
ては、①被害の程度、②地域性・先住性、③交渉経緯、④損害回避可能性、
⑤公共性の5項目が弁論された。とくに、Xは「被害程度」「損害回避可
能性」を細かく主張し、他方、Yは「損害回避可能性」について反論し、
逆に「施設の公共性」を強調した。
　①被害程度として、Xがとくに主張したのは、a）老母（要介護者）の
精神の安定と安心が乱され、痴呆とパーキンソン病を発症したこと、b）
2階から葬儀の様子がよく見え、ベランダも使えず窓も開けられず不自由
不便であること、の2点である。これに対して、YはXの被害程度にっい
て反論していない。
　②損害回避可能性についてはXYの主張が対立する。X主張は、Yが目
隠しフェンスを1．5m高くすることで損害が回避でき、その措置は技術的
（36）渡邉知行・判例時報2108号154頁〈判例評論628〉が詳細に比較している。
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にも費用的にも容易である（費用約220万円、工事日数4日間）。対して、
Yは、目隠しフェンスをかさ上げすると威圧感が増す。南側マンションか
らも出棺の様子を見通すことができるが、その住民から同様の措置を求め
られたら到底対処できない。逆に、原告2階東側の窓を磨りガラスに変
更、ルーバー設置など、安価な代替方法があることを主張した。
　③地域性については、「閑静な住宅地」か否かで対立した。Xは「閑静
な住宅地」として、良好な居住環境が形成されているといい、Yは人や車
の往来が激しく、「閑静な住宅地」とはいえないという。現地を見る限り
では「水掛け論」である。
　④交渉経緯については、Xの主張は「Yの態度は極めて不誠実であ
る」。他方、Yの反論は「地元自治会と協議を重ね、可能な限り要望に応
え誠実に対応してきた」。水掛け論的ではあるが、当事者の信頼関係を測
るに重要な要因である。
　⑤なお、Yは、葬儀場の公共性について、本件葬儀場は周辺住民の社会
生活上欠くことができない高度の公共性を有する旨を主張している。
（3）本判決（最高裁）の受忍限度論はどうか。本判決は、下級審で弁論
された判断要因のうち、とくに「被害程度」「侵害態様」「交渉の経緯」に
重視して比較考量した。すなわち、①枢の搬入や出棺が見える場所が限ら
れ、Xの被害程度は小さい。②棺の搬入や出棺の頻度・時間が限られ、Y
の侵害程度も小さい。③葬儀場の建築や営業が行政規制に違反していな
い。④Yは、事前説明会を行い、要望に基づく措置を講じている、という
評価に基づいて、Xの請求を2つとも棄却した。
　本判決と原審判決とは、①「被害程度」の評価が大きく異なる。原審で
は「宗教的感情が相当程度に侵害されている」と解して、「損害回避」の
必要性を導いたのに対し、本判決は「主観的な不快感にすぎない」と解し
て「損害回避」の必要性を否定した。また、②「交渉経緯」の評価も異な
る。原審は「技術的にも費用的にも困難ではないフェンスの嵩上げに応じ
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ないのは不十分である」と解して「差止請求」の許容性を導いたのに対
し、本判決は「自治会の要像に配慮した」ことを評価して「差止請求」の
不要性を結論づけている。
3．小結
（1）本件「違法性判断」の評価
　思うに、本件における「違法性」の判断のしかた（受忍限度論）は、本
判決よりも、原審判決のほうが妥当である。すなわち、本件Xの被害は
「受忍限度を超える」と評価されるべきであった。
　本件の場合、被侵害利益と侵害行為の比較考量（相関関係）だけで説得
力ある結論は出ない。換言すれば、法的保護に値する「個人の権利利益」
と社会的に許容された「営業の自由」を対比するだけで、早急に結論を導
くことはできない。（37）他の諸要因とも総合比較することになるが、その場
合、本件では「地域性」「先住性」「公共性」は有用な比較要因とはいえな
い。残された比較要因は「交渉経緯」「損害回避可能性」である。この点、
本件を検証する。
　本件「交渉経緯」の点では、Yの対応（誠意）は十分でなかったと思
う。たしかに、Yは、説明会を開催し自治会の要望を一部聞き入れたが、
隣接住民との協議を整える前に建設工事に着工し開業している事実からみ
て、その過程で隣接住民の要望を十分に聞き入れる度量と忍耐を示したと
はいえないように思う。ここに隣接住民に対する配慮（信頼）を欠いた証
左があり、訴訟に至った原因の1つがある。
　本件「平穏生活利益」は、個人的・主観的な法益である。だからこそ、
一・層の信頼（隣接住民への配慮）に根ざした「交渉」、行政や自治会を介
しての粘り強い「説得」を心掛けるべきであった。「葬儀場の公益性」ま
（37）　「個人利益」と「営業自由」の比較評価は難しい。「権利」（被害者の救済）と「秩
　序」（社会の安定的発展）の関係として論争されている。吉村良一「不法行為法にお
　ける権利侵害要件の再生」立命館法学321・322号（2008年）参照
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たは「営業の自由」を理由に、交渉の配慮（信頼）を欠いてよいという道
理はない。もとより往々にして、この種の紛争では、地域住民側に私利私
欲的な思惑や駆け引きがみられる。しかし、そうした場合は、過失相殺の
法意により減責調整の対象になりうるとしても、行為者側の責任のすべて
が免責されるものではない。
　また、本件「損害回避可能性」の点では、目隠しフェンスのかさ上げが
最も効果的な方法だと思う。そのコストは小さい（費用約220万円、工事
日数4日問）。たしかに、フェンスのかさ上げは、威圧感を増し、街路の
美観を損ねることにもつながる。しかし、当事者の信頼関係の醸成、生活
環境の変化を待って、後日の再交渉により、フェンスを取り外すことも可
能である。また、そうした条件付の違法性判断があってもよい。
（2）本件「違法性判断」の機能
　不法行為成立要件としての「違法性」概念は、時代・社会の変遷のなか
で、様々な機能を与えられ、便宜に使われてきた。本稿でそうした「違法
性概念の変遷」を詳しく語る余裕はないが、能見善久教授からの示唆によ
れば、①侵害行為の「重大危険性」「反秩序性」を表す違法性（行為不法
無価値的機能）、②侵害程度は小さいが、被侵害利益の要保護性を示す違
法性（結果不法無価値的機能）、③侵害行為の「阻却事由」を表す違法性
（権利利益調整機能）である。（38）
　この点、本件では、①の機能は問題とならず、②の機能も弱い。本件「違
法性判断」に説得力があるとすれば、③の機能、すなわち「当事者間の利
益調整」としての「違法性判断」であろう。本判決（最高裁）も、この「当
事者間の利益調整」としての違法性に託して、受忍限度論を展開したもの
と思われる。すなわち、およそ次のようである。
　本件「平穏生活利益」は、保護の対象になりうるが、「個人的・主観的」
な弱い法益である。他方、その個人的利益と対立する「営業の自由」は社
（38）　能見善久「不法行為の機能・要件の再構成」N　B　L937号19頁（2010）
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会的に許容され、相対的に広く保障される。ただし、行為者に「害意」（強
い違法性）があれば、その自由・保障は制限される。本件では「害意」が
ないので、不法行為が形式的に成立するが、違法性は阻却される。
　この「利益調整」ないし「阻却事由」としての違法性判断は、一・見説得
的で魅力的である。しかし、違法性判断の最後の基準は各人の価値観であ
り、価値観のちがいが結論を大きく左右する。本件下級審判決と本判決の
背後にも、価値観のちがいがあるように思う。
V．今後の研究課題
　本判決は、結果として、本件「平穏生活利益」の侵害を理由とする「損
害賠償請求」と「差止請求」のいずれも認めなかった。この点、「人格的
利益」の要保護性に関する従来の判例・通説を踏襲したものとはいえ、今
後に課題を残した。課題のいくつかを簡潔に指摘する。各論点ともに、す
でに詳細な研究が重ねられており、私にとっての研究課題である。
1．差止請求の可否
　本件Xの請求本旨は、損害賠償（慰謝料）よりも「フェンスの増設請
求」（一種の差止請求）にあったと思われる。事実として、Xは、フェン
ス増設請求の根拠として、「民法235条の類推適用」による請求と「人格
権ないし人格的利益」に基づく請求とを選択的に主張した。この差止請求
の可否は今後の課題である。（39）
（1）「民法235条の類推適用」論はどうか。民法235条は、相隣関係法理
の1つとして「境界線から1m未満の距離で他人の宅地を観望できる窓ま
たは縁側を設けた者に対する、目隠しの設置義務」を規定しており、本件
第一審では、この規定の趣旨が争点となった。
（39）　大塚直「人格権に基づく差止請求」民商116巻4・5号502頁（1997）、木村和也「我
　が国における人格権概念の特質」摂南法学34号88頁（2005）
目隠しフェンス設置等請求事件（石川）　159
　本件第一審は、被告反論を採用し、「民法235条は、境界線付近に窓又は
縁側を設けた者に対し、隣地所有者のプライバシーを守るために、その窓
ないし縁側に目隠しの設置を義務づけたものである。Xが本件目隠しフェ
ンスの嵩上げを求めているのは、Yの関係者からX住居への視線を遮るた
めではなく、Xらから本件葬儀場敷地への視線を遮るためであるから、本
件においては、民法235条を類推適用する条件を欠くというべきである」
と判示した。
　しかし、この裁判所の論旨には誤り・矛盾がある。本件「平穏生活利
益」はプライバシーの範疇にある法益である。したがって、Xのプライバ
シーを守るために、少なくとも「民法235条類推適用」を論じるだけの前
提条件は備えているというべきである。
（2）「人格権ないし人格的利益」に基づく差止請求はどうか。従来から
人格権を確立することの意義の1つは「差止請求」の根拠を創出する点に
あるといわれてきた。しかしこれまで、「平穏生活利益」侵害を理由とす
る差止請求は、下級審の「廃棄物処分場の設置・操業の差止訴訟」を除い
て、ほとんど認められていない。（40）対象を「人格権」一・般に広げて検索し
てもなお、差止請求を認める判例事例は少ない。最高裁レベルで「人格
権」を理由とする差止請求が認められたのは、名誉侵害事例として特殊な
「北方ジャーナル事件」と「石に泳ぐ魚」事件だけである。（41）先例である
「北方ジャーナル事件」は、知事選挙候補予定者に対する誹誘中傷記事を
掲載した雑誌の「印刷、製本および販売又は頒布の禁止等を命ずる」旨の
仮処分にっいて、雑誌社側が仮処分の違法を主張して国家賠償請求を提起
（40）飲用生活用水に当てる適切な質量の水の確保が疑われる場合にっいて、生命身体に
　対する侵害の危険が、一般通常人を基準として、不快感等の精神的苦痛だけでなく、
　平穏な生活を侵害していると評価された事案である。仙台地決平成4．228判示1429
　号109頁、熊本池畔決定平成7．10．31判示1569号101頁、福岡地裁田川支部決定平成
　10．3．26判示1662号131頁。吉村良一『不法行為法』120頁（有斐閣2010）、大塚直『環
　境法』688頁（有斐閣2010）
（41）　北方ジャーナル事件（最大判昭和61．6．11民集40－4－872）。石に泳ぐ魚事件（最判平
　14．9．24半U日寺1802－60）
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したケースであり、「名誉殿損の事前差止め」が認められた。
　なお、「日照権」侵害訴訟のなかには、受忍限度を超える被害を認め不
法行為に基づく損害賠償請求を認めたが、差止請求までは認めなかった事
例がある。（42）また「大阪空港騒音公害訴訟」も同様に、損害賠償請求と差
止請求を別に判断した。（43）
　人格権（利益）侵害を理由とする損害賠償請求訴訟は、たとえ原告勝訴
しても、損害賠償認容額が低く、損害賠償の算定方法にも課題を残してい
る。そうした金銭賠償の不十分さを補う意味でも、人格権侵害（平穏生活
利益侵害）が「受忍限度」を超えると判断された場合、損害賠償請求が認
められるとともに、差止請求も認められてよい。そのためであれば、本件
判決のように、差止請求と損害賠償請求について、受忍限度について同一
判断を示す技法には賛成したい。
（3）なお、本件「目隠しフェンス設置等事件」は、そもそも本来的な「差
止請求」ではない。Xが主張するのは、葬儀場の営業を停止や営業時間
の短縮ではなく、宗教的感情を侵害しないようにフェンスをかさ上げする
工事をすることである。フェンス工事は実質的に損害賠償と異ならない。
フェンスのかさ上げをしても、Yの営業の自由を侵害するわけではなく、
社会生活上必要な葬儀を行うことに支障をきたすものでもない。
2．将来にわたる損害賠償請求の可否
　本件下級審は、Xからの「将来発生しうる損害」の賠償請求を不適法と
して却下した。この点も今後の課題である。
（1）「将来給付の訴え」（民訴135条）は、口頭弁論終結時に現実化して
いない給付義務について、あらかじめ請求し、給付判決を得るための訴訟
（42）　最判昭47．6．27（民集26－5－1067、判時669－26）建築基準法違反の建物増築行為が隣
　接居宅の日照・通風を妨害しているとした事案。判例解説は多い。好美清光「隣接居
　宅の日照通風を妨害する建物建築につき不法行為の成立が認められた事例」民商法68
　巻6号、日置雅晴「世田谷区砧町日照妨害事件」〔環境法判例百選〕参照
（43）　最大判昭56．12．16民集35－10－1369
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手続である。（興）「現在給付の訴え」と「将来給付の訴え」は、事実審の口
頭弁論終結時点において、「給付義務がすでに履行すべき状態にあるのか
否か」によって区別される。「将来給付の訴え」は、履行すべき状態に立
ち至っていないにもかかわらず、給付判決による債務名義（民執22条1
号）を得ることを目的とするので、「あらかじめその請求をする必要があ
る場合」にのみ認められ、そうでなければ却下されることになる。
（2）「将来給付の訴え」は、たとえば、予め期限未到来の債権や条件未
成就の債権を訴訟上行使する場合などがその典型例である。しかし今日、
判例と学説とが最も鋭く対立しているのが、本件のような「平穏生活利
益」の侵害のように、「継続的反復的な不法行為」における「将来損害の
賠償請求」の適否である。この点、「大阪空港訴訟事件」判決は厳格な基
準を示し、その後の下級審判例に決定的な影響力を及ぼした。
（3）本件下級審も、「継続的不法行為に基づき将来発生すべき損害賠償
請求権にっいては、その基礎となるべき事実関係・法律関係がすでに存在
し、その継続が予測され、請求権の成否・内容にっき債務者に有利な影響
を生ずる事実の変動としては、あらかじめ明確に予測しうる事由に限ら
れ、しかも請求異議の訴えによってその主張をしなければならないとの負
担を債務者に課しても不当とはいえないときにのみ将来の給付の訴えを提
起できると解するべきである」と判示した。
（4）しかし、私見としては異論がある。一般に、より柔軟な基準を模
索して編み出し、「将来給付の訴え」の適法性を広く認めていくべきであ
る。被害者が将来にわたって同種の訴訟を継続して起こすのは、訴訟経済
も不都合であるし、被害者にも酷である。
（44）将来給付の訴えについては、鎌田薫ほか編『民事法m』（債権各論）所収「損害賠
　償と差止め」川嶋四郎執筆部分355頁（日本評論社2005）、川嶋四郎「将来給付の訴
　えの展開可能性に関する一試論」石川明古稀『現代社会における民事手続法の展開
　　（上）』447頁（2002）
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3．違法性要件（受忍限度論）の課題
（1）本判決は、結局、本件「平穏生活利益」の保護を「違法性」（受忍
限度）の判断に委ねた。しかし、「違法性」判断に委ねるだけでは、主観
的で軽微な人格的利益の保護の外延が不明確であり、紛争解決の予測性を
欠く。そこで、近時の不法行為法学では、まず前提として、「人格的利益」
の権利性を確認すべきであるとする見解がある。いわゆる「権利利益要件
の再生論」である。（45）
　この「権利利益要件再生論」を唱える大塚直教授によれば、「権利利益
侵害」要件を再検討することで、今後不断に登場してくるであろう「新し
い人格的利益」の要保護性の範囲を明確化でき、さらに「違法性要件」と
連携することにより、柔軟な結果を導くことができる。そして、権利侵害
があり損害発生の事実があっても、例外的に「加害者の責任が阻却され
る」場合があることも説得することができると説く。私見としても大塚教
授に同調し、「主観的で、保護性の弱い」人格的利益には、そうした「二
重の判断枠組」（権利利益要件と違法性要件）が適合的なのかも知れない
と考えている。
（2）本判決の違法性判断は、「裸の利益考量」を避け、一見説得的であ
る。また、受忍限度による違法性判断の諸要因自体は合理的で公平であ
る。しかし、どうしても最後には、判断する者の価値観が結論に大きく影
響を与える。結局、本件は「個人の利益」と「社会生活の秩序」の関係を
どう理解するかである。この価値観のちがいを抜きにして、結論の妥当性
を語ることはできない。
　今後、私たちは、民法を解釈し運用するにあたり、また、事案を判断し
解決するにあたり、この価値観のちがいを直裁に認識して、評価基準を可
（45）　権利侵害要件再生論については、大塚直「公害・環境・医療分野における権利利益
　侵害要件」N　B　L936号40頁（2010）から啓蒙を受けた。その他、吉村良一「不法行
　為法における権利侵害要件の再生」立命館法学321・322号、須加憲子「精神的人格
　権侵害とその救済方法に関する問題意識」専修法学論集100号168頁を参照
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能な限り細分化して、当事者間の利益比較を試みる必要がある。そして、
その評価プロセスを開示して一般を説得し、または、判決文に端的に書き
示して紛争当事者を説得する努力を重ねる必要があるように思う。
4．おわりに
　本件「平穏生活利益」の守備範囲は広い。本件で問題提起された「平穏
生活利益」は、原初的な「プライバシー権」の範疇に属する「人格的利
益」であり、「主観的、個人的な」法益（人情）にすぎない。しかし、所
与の状況次第では、国家社会に対して「個人の尊厳性」を求める根拠にも
なるし、公益的な「景観利益」にもつながる可能性を秘めた「重要な人格
的法益」の根源である。
　本件のような「平穏生活利益」については、今後とも、その妥当性ない
し守備範囲をめぐる議論が続くことだろう。まずは紛争当事者の真摯な交
渉による「自治規範」を熟成し、また、個別具体的な事例をとおしての
「判例法」の蓄積を待って、「国家法規」レベルでの解決規範が形成され
ていくことになろう。本件は、けっして項末な事件ではなく、問題提起を
多く含んだ貴重な先例である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法科大学院教授）
